
予 算 に 関 す る 説 明 書

岩手県遠野市

水道事業会計

令和６年度





収　　　入 （単位：千円）
款 項 目 予　定　額

１水道事業収益 768,902 
１営業収益 566,351 

１給水収益 560,679 給水料金 560,679 
２受託工事収益 1 受託工事料金 1 
３その他営業収益 5,671 加入金 4,400 

設計審査手数料 205 
工事検査手数料 615 
修繕料 1 
督促手数料 279 
証明手数料 1 
事業者指定手数料 20 
事業者更新手数料 100 
雑収益 50 

２営業外収益 202,547 
１受取利息及び配当金 250 預金利息 250 
２他会計負担金 6,575 遠野市一般会計負担金 6,575 

消火栓維持管理負担金
３他会計補助金 70,989 遠野市一般会計補助金 70,989 
４引当金戻入益 4,041 賞与引当金戻入 4,041 
５長期前受金戻入 102,358 長期前受金戻入 102,358 
６雑収益 18,334 自家発電売電料 10,800 

その他雑収益 7,534 
下水道使用料等徴収事務受託料 6,857 
その他雑収益 677 

３特別利益 4 
１固定資産売却益 1 固定資産売却益 1 
２過年度損益修正益 1 過年度損益修正益 1 
３長期前受金戻入 1 長期前受金戻入 1 
４その他特別利益 1 その他特別利益 1 

２受託小規模給水事 9,077 
　業収益 １営業収益 9,077 

１受託管理収益 9,077 給水料金 2,077 
受託工事料金 7,000 

合　計 777,979 

令和６年度遠野市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

備　　　　　考

大野平浄水場緩速ろ過池更生工事
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支　　　出 （単位：千円）
款 項 目 予　定　額

１水道事業費用 801,325 
１営業費用 747,097 

１原水及び浄水費 132,685 給料 6,205 
手当 4,068 
賞与引当金繰入額 982 
法定福利費 2,016 
被服費 24 
備消品費 745 
燃料費 361 
光熱水費 2,726 
印刷製本費 250 
通信運搬費 250 
委託料 75,122 

水道事業業務委託料
水道施設自家用電気工作物保安管理業務委託料
天日乾燥床排出汚泥運搬業務委託料
水道水質検査業務委託料
宮守町水道施設保守管理業務委託料
水道施設遠方監視設備保守点検業務委託料

手数料 1,875 
賃借料 3,335 
修繕費 14,000 
動力費 14,912 
薬品費 5,814 

２配水及び給水費 111,979 給料 11,536 
手当 6,592 
賞与引当金繰入額 1,684 
法定福利費 3,441 
被服費 36 
備消品費 745 
燃料費 494 
光熱水費 1,953 
印刷製本費 150 
委託料 14,721 

水道施設自家用電気工作物保安管理業務委託料
漏水調査業務委託料

備　　　　　考



款 項 目 予　定　額 備　　　　　考
水道施設遠方監視設備保守点検業務委託料
減圧弁保守点検業務委託料

賃借料 1,818 
修繕費 54,500 
動力費 14,109 
材料費 200 

３受託工事費 1 受託工事費 1 
４総係費 83,543 給料 8,709 

手当 6,885 
賞与引当金繰入額 1,376 
法定福利費 2,784 
旅費 706 
交際費 10 
被服費 24 
備消品費 1,000 
印刷製本費 1,644 
通信運搬費 1,616 
委託料 46,223 

水道事業業務委託料
水道施設地図情報システム(水道GIS)保守管理業務委託料
JACIC水道積算システムサポート業務委託料
消費税及び地方消費税確定申告業務委託料

手数料 3,070 
賃借料 7,311 
修繕費 900 
補償金 150 
食糧費 6 
負担金 631 

日本水道協会会費 94 
日本水道協会東北支部会費 42 
日本水道協会岩手県支部会費 30 
各種会議負担金 465 

保険料 453 
公課費 25 
貸倒引当金繰入額 10 
雑費 10 
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款 項 目 予　定　額 備　　　　　考
５減価償却費 388,723 有形固定資産減価償却費 388,723 
６資産減耗費 30,156 固定資産除却費 30,106 

たな卸資産減耗費 50 
７その他営業費用 10 雑支出 10 

２営業外費用 53,897 
１支払利息及び企業債取扱 27,297 企業債利息 27,297 
　諸費
２雑支出 12,600 雑支出 12,600 
３消費税及び地方消費税 14,000 消費税及び地方消費税 14,000 

３特別損失 331 
１固定資産売却損 1 固定資産売却損 1 
２過年度損益修正損 320 過年度損益修正損 320 
３その他特別損失 10 その他特別損失 10 

２受託小規模給水事 17,972 
　業費用 １営業費用 17,972 

１受託管理費 17,972 備消品費 22 
燃料費 78 
光熱水費 247 
印刷製本費 20 
委託料 9,335 

水道事業業務委託料
水道水質検査業務委託料
水道施設遠方監視設備保守点検業務委託料

手数料 20 
賃借料 132 
修繕費 1,060 
薬品費 58 
受託工事費 7,000 

３予備費 1,000 
１予備費 1,000 

１予備費 1,000 予備費 1,000 
合　計 820,297 

大野平浄水場緩速ろ過池更生工事



収　　　入 （単位：千円）

款 項 目 予　定　額

１水道事業資本的 59,354 

　収入 １他会計負担金 1 

１他会計負担金 1 遠野市一般会計負担金 1 

２工事負担金 5,800 

１工事負担金 5,800 工事負担金 5,800 

３他会計出資金 53,552 

１他会計出資金 53,552 遠野市一般会計出資金 53,552 

水道ビジョン推進事業

４他会計補助金 1 

１他会計補助金 1 他会計補助金 1 

合　計 59,354 

資本的収入及び支出

備　　　　　考
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支　　　出 （単位：千円）

款 項 目 予　定　額

１水道事業資本的 335,734 

　支出 １建設改良費 140,790 

１営業設備費 100,790 量水器 370 

備品購入費 2,000 

工事請負費 98,420 

舘石送水ポンプ場電気計装設備・送水ポンプ更新工事

高室浄水場１～３号ろ過電磁流量計更新工事

中斉・米田配水池残留塩素計設置工事

達曽部浄水場水質計器等更新工事

２配水設備改良費 25,000 工事請負費 25,000 

配水管布設替工事

３事務費 15,000 委託料 15,000 

配水管布設替詳細設計業務委託料

２企業債償還金 194,944 

１企業債償還金 194,944 企業債償還金 194,944 

合　計 335,734 

備　　　　　考



（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー ２　投資活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △ 57,807 有形固定資産の取得による支出 △ 127,990 

減価償却費 388,723 有形固定資産の売却による収入 0 

長期前受金戻入額 △ 102,359 国庫補助金等による収入 1 

受取利息及び受取配当金 △ 250 一般会計からの繰入金による収入 1 

支払利息 27,297 工事負担金による収入 5,273 

固定資産除却費 30,106 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 122,715 

固定資産売却損益（△は益） 0 

未収金の増減額（△は増加） 0 ３　財務活動によるキャッシュ・フロー

未払金の増減額（△は減少） 0 企業債による収入 0 

たな卸資産の増減額（△は増加） 50 企業債の償還による支出 △ 194,944 

引当金の増減額（△は減少） 0 他会計からの出資による収入 53,552 

その他流動資産の増減額（△は増加） 0 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 141,392 

その他流動負債の増減額（△は減少） 0 

小計 285,760 資金増加額（又は減少額） △ 5,394 

利息及び配当金の受取額 250 資金期首残高 1,343,906 

利息の支払額 △ 27,297 資金期末残高 1,338,512 

業務活動によるキャッシュ・フロー 258,713 

令和６年度遠野市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

令和６年４月１日から　令和７年３月31日まで
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(1) 総　　括 （単位：千円）

（単位：千円）

職員数

（人）

給　　与　　費　　明　　細　　書

本
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　計

区　　　　分

17,545 43,995 

給　　与　　費
法定福利費 備　　考合　　計

給　　料 手　　当 計

8,241 52,236 

前
年
度

損益勘定支弁職員 7 26,168 17,630 

8,241 52,236 

0 0 0 0 0 

7 

0 

7 

26,450 17,545 43,995 

26,450 

43,798 8,180 51,978 

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 

比
　
較

損益勘定支弁職員 0 282 △ 85 197 

0 

合　　　　計 7 26,168 17,630 43,798 8,180 51,978 

61 

0 

258 

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 

0 0 

合　　　　計 0 282 △ 85 197 61 258 

3,793 

本　年　度 864 

1,224 

△ 360 

459 

0 0 0 

0 1,500 0 

前　年　度

336 

0 200 

297 

5,799 4,383 0 

管 理 職 員
特別勤務手当

期末手当 勤勉手当

0 0 0 

子ども手当
初任給調整
手　　　当

0 30 

寒冷地手当 退職手当

手
当
の
内
訳

前　年　度

比　　　較

本　年　度 378 3,596 

0 

336 

区　　　分 管理職手当

比　　　較 0 0 

区　　　分 扶養手当 通勤手当 住居手当 特殊勤務手当
時間外勤務
手　　　当

夜間勤務手当 児童手当 休日勤務手当

430 

200 

162 0 0 1,500 0 

30 5,717 4,238 

0 0 82 145 △ 52 △ 197 



(2) 給料及び手当の増減額の明細

制度改正に伴う増減分 415 

手　　当

その他の増減分 △ 500 
職員の異動等による

△ 85 

区　　分

職員の異動状況
本年度　　７人
前年度　　７人
比較　　　０人

給　　料 282 

その他の増減分 △ 163 

職員の異動等による

給与改定に伴う増減分 196 

昇給に伴う増減分 249 

定期昇給期　１月

備　　　　考説　　　　明
（千円）

増減事由別内訳増　減　額

（千円）
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(3) 給料及び手当の状況

　ア　職員１人当たり給与

　イ　初任給

令和５年１月１日現在

労　　務　　職行　　政　　職区　　　　　分

314,114 

354,738 

46.7 

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

令和６年１月１日現在

328,233 

367,037 

43.1 

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

区　　　　　分

高　　校　　卒

大　　学　　卒

行政職（円） 労務職（円）
行政職（円） 労務職（円）

国　の　制　度

167,900 

188,800 

166,600 

196,200 



　ウ　級別職員数

　　（級別の標準的な職務内容）

２　　級 0 0.0

14.31１　　級

３　　級 3 42.8

２　　級 0 0.0

区　　　　分
行　　　政　　　職 労　　務　　職

構成比（％）職員数（人）構成比（％）職員数（人） 級

６　　級

５　　級

４　　級

1

0

2

14.3

0.0

28.6

級

計

令和６年１月１日現在

7 100.0

４　　級 1 16.7

１　　級 1 16.6

1 16.7

５　　級 1 16.7

３　　級 2 33.3

部長
課長
主幹

課長補佐
副主幹

係長
主査

主任
主事
技師

計 6 100.0

１級７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級区　分

令和５年１月１日現在

６　　級

主事
技師

行　政　職

労　務　職
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　エ　昇給

本
　
年
　
度

労　　務　　職行　　政　　職
合　　　計

代　　表　　的　　な　　職　　種

４号給（人）

３号給（人）
号給数内訳

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

職員数（Ａ）（人）

比率（Ｂ）/（Ａ）（％）

区　　　　　分

7 

6 

5 

1 

85.7 

7 

6 

5 

1 

85.7 

前
　
年
　
度

職員数（Ａ）（人） 7 7 

昇給に係る職員数（Ｂ）（人） 6 6 

号給数内訳
４号給（人） 5 5 

３号給（人） 1 1 

比率（Ｂ）/（Ａ）（％） 85.7 85.7 



　オ　期末手当・勤勉手当

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備考

有

区　　　　分
６月（月分） 12月（月分）

支給率計（月分）
支　給　期　別　支　給　率

本　　年　　度

前　　年　　度

国　の　制　度

2.230 

2.180 

2.250 

2.230 4.460 

2.180 4.360 

2.250 4.500 

国と同じ

定年前早期退職
特例措置（３～
45％加算）

区　　　　分
（月分） （月分） （月分） （月分） （月分）

備　　　　考

支　給　率　等

国　の　制　度
（支給率等）

24.586875 

24.586875 

33.27075 47.70900 47.70900 

33.27075 47.70900 47.70900 

有

有

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度
そ の 他 の
加 算 措 置 等
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　キ　特殊勤務手当

　ク　その他の手当

代表的な特殊勤務手当の名称

支給対象職員の比率　（％）
（令和６年１月１日現在）

給料総額に対する比率　（％）

区　　　　　分
労　　務　　職行　　政　　職

代　表　的　な　職　種
全　　職　　種

－

－

－

区　　　　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶　　養　　手　　当

住　　居　　手　　当

通　　勤　　手　　当

同

異

異

上限　27,000円

交通用具利用者　2,250円～24,500円



１　営　業　収　益 千円 千円 千円

(1) 給 水 収 益 514,302 
(2) 受 託 工 事 収 益 1 
(3) そ の 他 営 業 収 益 5,886 
(4) 受 託 管 理 収 益 2,052 522,241 

２　営　業　費　用
(1) 原 水 及 び 浄 水 費 118,830 
(2) 配 水 及 び 給 水 費 107,989 
(3) 受 託 工 事 費 1 
(4) 総 係 費 75,570 
(5) 減 価 償 却 費 364,499 
(6) 資 産 減 耗 費 25,506 
(7) 受 託 管 理 費 9,845 
(8) そ の 他 営 業 費 用 9 702,249 

営　業　損　失 180,008 
３　営 業 外 収 益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 250 
(2) 他 会 計 負 担 金 9,567 
(3) 他 会 計 補 助 金 81,409 
(4) 長 期 前 受 金 戻 入 92,218 
(5) 雑 収 益 17,251 200,695 

４　営 業 外 費 用
(1) 支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費 29,878 
(2) 雑 支 出 37,636 67,514 133,181 

経　常　損　失 △ 46,827 
５　特　別　利　益

(1) 固 定 資 産 売 却 益 1 
(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 1 
(3) 長 期 前 受 金 戻 入 1 
(4) そ の 他 特 別 利 益 1 4 

６　特　別　損　失
(1) 固 定 資 産 売 却 損 1 
(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 139 
(3) そ の 他 特 別 損 失 9 149 △ 145 

△ 46,972 
1,018,450 
195,353 

1,166,831 
その他未処分利益剰余金変動額
当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

令和５年度遠野市水道事業予定損益計算書
（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで）

当 年 度 純 損 失
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
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１　固　定　資　産

(1) 有形固定資産 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

イ 土 地 133,860 133,860 

ロ 建 物 800,385 800,385 

減価償却累計額 △ 397,724 402,661 △ 412,745 387,640 

ハ 構 築 物 14,672,912 14,756,945 

減価償却累計額 △ 6,796,613 7,876,299 △ 7,069,176 7,687,769 

ニ 機 械 及 び 装 置 2,528,490 2,613,378 

減価償却累計額 △ 1,451,072 1,077,418 △ 1,551,479 1,061,899 

ホ 車 両 運 搬 具 14,792 14,792 

減価償却累計額 △ 14,053 739 △ 14,053 739 

ヘ 工具器具及び備品 23,962 25,780 

減価償却累計額 △ 18,910 5,052 △ 19,642 6,138 

ト 建 設 仮 勘 定 113,791 40,936 

有形固定資産合計 9,609,820 9,318,981 

(2) 無形固定資産

イ 電 話 加 入 権 248 248 

無形固定資産合計 248 248 

固 定 資 産 合 計 9,610,068 9,319,229 

２　流　動　資　産

(1) 現 金 預 金 1,343,906 1,338,512 

(2) 未　収　金 325,547 325,547 

(3) 貯　蔵　品 7,103 7,053 

流 動 資 産 合 計 1,676,556 1,671,112 

資 産 合 計 11,286,624 10,990,341 

（令和７年３月31日）（令和６年３月31日）

遠野市水道事業予定貸借対照表（当初）

資　　　　産　　　　の　　　　部



３　固　定　負　債
(1) 企　業　債 2,567,633 2,379,896 

固 定 負 債 合 計 2,567,633 2,379,896 
４　流　動　負　債

(1) 企　業　債 194,944 187,737 
(2) 未　払　金 22,408 22,408 
(3) 引　当　金 4,052 4,052 
(4) その他流動負債 1,761 1,761 

流 動 負 債 合 計 223,165 215,958 
５　繰　延　収　益

(1) 長期前受金
イ 補 助 金 2,089,279 2,089,280 
ロ 受贈財産評価額 120,537 120,537 
ハ 他 会 計 負 担 金 924,881 924,882 
ニ 工 事 負 担 金 491,835 497,108 
ホ その他長期前受金 1,288,580 1,288,580 

長期前受金合計 4,915,112 4,920,387 
(2) 収益化累計額 △ 1,766,202 △ 1,868,561 

繰 延 収 益 合 計 3,148,910 3,051,826 
負 債 合 計 5,939,708 5,647,680 

６　資　本　金 3,381,582 3,435,134 
７　剰　余　金

(1) 資本剰余金
イ 補 助 金 51,655 51,655 
ロ 受贈財産評価額 358 358 
ハ 寄 附 金 2,799 2,799 
ニ 他 会 計 負 担 金 993 993 
ホ 工 事 負 担 金 20,895 20,895 

資本剰余金合計 76,700 76,700 
(2) 利益剰余金

イ 減 債 積 立 金 721,803 721,803 
ロ 当年度未処分利益剰余金 1,166,831 1,109,024 

利益剰余金合計 1,888,634 1,830,827 
剰 余 金 合 計 1,965,334 1,907,527 
資 本 合 計 5,346,916 5,342,661 
負 債 資 本 合 計 11,286,624 10,990,341 

負　　　　債　　　　の　　　　部

資　　　　本　　　　の　　　　部
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注記

　Ⅰ　重要な会計方針

　　　１　資産の評価基準及び評価方法

　　　　　(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　　　貯蔵品　移動平均法による原価法

　　　２　固定資産の減価償却の方法

　　　　　(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　　　　　減価償却の方法　　　定額法

　　　　　　　　主な耐用年数　　　　建物　　　　　　　　　３～58年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　構築物　　　　　　　　８～68年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　機械及び装置　　　　　３～35年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　車両運搬具　　　　　　４～７年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　工具器具及び備品　　　２～17年

　　　　　(2) 無形固定資産

　　　　　　　　減価償却の方法　　　定額法

　　　　　(3) リース資産

　　　　　　　　地方公営企業法施行規則第55条第２号の規定に基づき、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。

　　　３　引当金の計上方法

　　　　　(1) 退職給付引当金

　職員の退職手当に係る負担金は、「退職手当の取扱いに関する覚書」に基づき、一般会計がその全部を負担することになっているため、退
職給付引当金は計上していない。

　　　　　(2) 賞与引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当
年度の負担に属する額を計上している。

　　　　　(3) 貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

　　　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。




